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所属： 鈴木図書館 №6

主要事務事業
（視聴覚ライブラリー費 1085）

令和元年度予算執行実績及び主要事務事業

附 表 １         

 一 般 会 計 歳 入 款 別 財 源 別 決 算 額 の 推 移
△印は減　[単位：千円]

年　度　　 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

　　款　別 決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

市 税 △ 4.2 △ 1.6 △ 4.7 △ 4.2

地 方 譲 与 税 △ 8.5

利 子 割 交 付 金 △ 7.9 △ 42.7 △ 53.0

配 当 割 交 付 金 △ 23.5 △ 39.0 △ 23.4

株式等譲渡所得割交付金 △ 56.3 大幅増 △ 34.7 △ 22.7

地 方 消 費 税 交 付 金 △ 10.7 △ 7.1

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 △ 0.2 △ 5.6 △ 3.3 △ 3.0 △ 1.8

自 動 車 取 得 税 交 付 金 △ 2.9 △ 49.2

環 境 性 能 割 交 付 金 皆増
国 有 提 供 施 設 等 所 在 市 町 村
助 成 交 付 金

△ 52.6

地 方 特 例 交 付 金 大幅増

地 方 交 付 税 △ 54.0 △ 29.2 大幅増 △ 54.1

交通安全対策特別交付金 △ 6.8 △ 2.6 △ 2.6

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 53.8 △ 3.7 △ 6.1 △ 3.5 △ 16.2

使 用 料 及 び 手 数 料 大幅増 △ 16.6 △ 3.9 △ 17.4 △ 66.4

国 庫 支 出 金 △ 10.4 △ 13.3

県 支 出 金 △ 3.0 △ 0.5

財 産 収 入 △ 18.9 △ 21.4 △ 11.9

寄 附 金 △ 11.4 △ 33.5

繰 入 金 △ 1.0

繰 越 金 △ 56.8

諸 収 入 △ 39.5 △ 7.9 △ 8.7

市 債 △ 45.8 △ 3.8

合　　　　　　　　　計 △ 6.1 △ 6.7

自　　主　　財　　源 △ 10.3 △ 4.0

依　　存　　財　　源 △ 19.2

　　  

　　  

      7,993,217 3
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附 表 ２

一 般 会 計 歳 出 款 別 決 算 額 の 推 移
△印は減　[単位：千円]

年　度　　 平成27年 平成28年

　　款　別 決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

議 会 費 △ 7.0 △ 2.9 △ 4.9 △ 2.5

総 務 費 △ 4.3 △ 9.6

民 生 費 △ 0.5 △ 5.9

衛 生 費 △ 26.0 △ 1.5 △ 4.8

労 働 費 △ 3.3 △ 9.5 △ 15.1 △ 11.6 △ 14.3

農 林 水 産 業 費 △ 3.4 △ 14.7 △ 9.1

商 工 費 △ 10.2 △ 3.2

土 木 費 △ 14.0 △ 10.1

消 防 費 △ 39.6 △ 12.6

教 育 費 △ 11.1 △ 11.0

災 害 復 旧 費 皆増

公 債 費 △ 10.6

諸 支 出 金 △ 51.1 △ 62.8 △ 42.7 △ 95.5

予 備 費

合　　　　　計 △ 4.1 △ 7.2

平成29年 平成30年 令和元年

附 表 ３

一 般 会 計 歳 出 性 質 別 決 算 額 の 推 移
△印は減　（単位：千円)

年　度　　 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

　　項　目 決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

△ 1.1 △ 0.5 △ 16.4 △ 1.5 △ 1.7

△ 2.1 △ 6.0

△ 10.6

△ 4.5 △ 0.6 △ 1.4

△ 2.1 △ 2.4

△ 16.4 △ 10.8

大幅増 △ 6.3

△ 4.4 △ 54.4

△ 50.8 △ 62.4 △ 30.4 △ 92.9

皆増

△ 3.3 △ 12.4 △ 15.7 △ 12.5 △ 15.0

△ 28.5

△ 5.5 △ 1.7

△ 38.3 △ 16.6

皆増

△ 38.3 △ 16.6

合　　　　　計 △ 4.1 △ 7.2

投資的経費(11～12)計

災 害 復 旧 費

義務的経費(1～3)計

経常的経費(1～6)計

消費的経費(1～10)計

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

人 件 費

扶 助 費

公 債 費
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附 表 ３

一 般 会 計 歳 出 性 質 別 決 算 額 の 推 移
△印は減　（単位：千円)

年　度　　 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

　　項　目 決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

△ 1.1 △ 0.5 △ 16.4 △ 1.5 △ 1.7

△ 2.1 △ 6.0

△ 10.6

△ 4.5 △ 0.6 △ 1.4

△ 2.1 △ 2.4

△ 16.4 △ 10.8

大幅増 △ 6.3

△ 4.4    14 929 678

△ 50.8 △ 62.4 △ 30.4

皆増

△ 3.3 △ 12.4 △ 15.7 △ 12.5

△ 28.5

△ 5.5 △ 1.7

△ 38.3 △ 16.6

皆増

△ 38.3 △ 16.6

合　　　　　計 △ 4.1 △ 7.2

投資的経費(11～12)計

災 害 復 旧 費

義務的経費(1～3)計

経常的経費(1～6)計

消費的経費(1～10)計

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

71 4

0

1 2

2 0

2 8

△ 92.9

2 7

△ 15.0
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附 表 ４

市 税 の 税 目 別 決 算 額 の 推 移
△印は減　（単位：千円)

年　度　　 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

　　税　目 決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

決算額
構成比 増減率

個 人 市 民 税 △ 0.9 △ 0.5 △ 1.1 △ 0.1

法 人 市 民 税 △ 15.9 △ 14.5 △ 31.0 △ 28.2

計 △ 7.0 △ 5.7 △ 11.1 △ 9.3

固 定 資 産 税 △ 1.6 △ 0.5

交付金・納付金 △ 0.3 △ 3.2

計 △ 1.6 △ 0.5

△ 4.2 △ 4.5 △ 8.3 △ 2.9

△ 0.7

合　　　　　計 △ 4.2 △ 1.6 △ 4.7 △ 4.2

固
定
資
産
税

市
民
税

都 市 計 画 税

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税
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附 表 5 

都市計画税は、総合的なまちづくりを行うため、街路整備など都市計画事業に要する費用の一部として活用されています。

（単位：千円）

財源内訳

事　　業　　名 経　　費 特定財源 一般財源 備　　　考

国県支出金 地方債 その他 都市計画税 その他

都市計画費 裾野駅周辺整備事業

平松深良線街路費

公共下水道費

小　　　計

公債費 都市計画事業公債費

小　　　計

合　　　　計

※各事業に要する一般財源の比率に応じて、都市計画税を按分して充当しています。

附 表 6 

森林環境譲与税は、森林整備に要する経費の一部として活用しています。
（単位：千円）

財源内訳

事　　業　　名 経　　費 備　　　考

国県支出金 地方債 その他 森林環境譲与税

林業費 林業振興費

合　　　　計

都市計画税充当状況

特定財源
一般財源

森林経営管理制度の
実施に伴う全体計画
立案委託・森林整備事
業補助金に活用

森林環境譲与税の使途状況



－ 370 －

附表7　　税率引き上げ分の地方消費税交付金(社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費及びその他社会保障施策に要する経費

（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 千円

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

【社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

財源内訳

事　　業　　名 経　　費 特定財源 一般財源 備　　　考

国県支出金 地方債 その他
社会保障財源分の
地方消費税交付金 その他

社会福祉 社会福祉総務費  介護保険事業費、国民健康保険事業費を除く。

老人福祉費

障害者福祉費

ﾍﾙｼｰﾊﾟｰｸ裾野管理運営費

児童福祉総務費

児童福祉運営費

児童館費

母子福祉費

生活保護費

幼稚園費

小　　　計

社会保険 介護保険事業費 繰出金

国民健康保険事業費 繰出金

後期高齢者医療事業費

小　　　計

保健衛生 保健衛生総務費

予防事業

老人保健費 後期高齢者医療事業費を除く。

福祉保健会館費

小　　　計

合　　　　計

備考

　１　人件費（一般事務職員給与費等）及び事務費を除くため、決算額と一致しません。　

　2　各事業に要する一般財源の比率に応じて、地方消費税交付金（社会保障財源化分）を按分して充当しています。

　3　社会保障制度改革に伴い、消費税の充当先が高齢者向けの3経費から子育てを含む社会保障4経費に広げられました。（社会保障4経費：年金、医療、介護、子育て）

　4　令和元年10月の消費税率の引き上げに伴い、幼稚園費を社会福祉の経費に追加しました。


